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個人情報保護法関係研修資料 

★法の理解に欠ける誤った対応  ＮＯ１ 

・ケアマネが他の事業者に情報の提供を求め

たら、「教えられない、自分で調べたら」との

返事。 

・利用者には、何回同じ事を言わせるのか。 

と怒られた。【法の趣旨を誤った保身対応】 

☆介護保険ではチ－ムでの作業連携は必要

不可欠。情報の共有化は欠かせない。 

【ただ如何なる場合でも守秘義務は必要】 

・法の趣旨と正しい運用 

正しい運用：利用者の不利益禁止が法の主旨

であることの理解が肝要。 

・留意と配慮：勝手な情報提供(横流し)厳禁 

事前に(必要により)家族や本人の了解を得

ての対応。・要は個人情報保護法もプライバ

シ－の保護も相手の人権・利益を如何に尊重

した立場そして物事の本質を理解した上で

の判断が必要。 

 

Ⅰ法の趣旨と指針の基本事項 

★立法の主旨         ＮＯ２ 

① 氾濫する情報社会において個人の利益

を損なう行為を法的に保護することを義務

付ける。 

② 個人の情報は、個々の人格尊重の下に取

り扱われるものであり、その管理責任を 

『個人情報取扱事業者』に対し義務化する。 

その範囲は単に機関としての取扱事業者の

みに限らず従事者にも及ぶ。 

【用語】『個人情報取扱事業者』として義務を

負う事業者とは、識別(そのこと自体で判断

できる)される特定個人の合計数が日に五千

件を超える事業者(過去６カ月以内の何れの

日においても)。 

【注：１】五千件の情報保有の判断基準は、サ－

ビス利用者数のみならず、その家族・従事者・

Ｖｏ・取引相手(業者)など関係事業者が関わ

る総ての個人情報の数をいう。 

【注：２】個人情報取扱事業者に当らない事業

者にあっても、法令・保護に関する基本指針

の主旨を踏まえ取り組むことが期待される。 

 

 

★基本指針の対象福祉関係事業者 ＮＯ３ 

① 指針は各省庁ごとに実情・実態に則して

現実的に定めることとされている。 

② 福祉関係事業者の範囲(１) 

社会福祉法第２条(２項３号・第３項４・９・１０を除

く)に規定する事業者をいう。 

③ 具体的には、身体障害者更正援護施設・

婦人保護施設・児童福祉施設・知的施設等 

【注：２】介護保険法関係については別途居宅

サ－ビス事業・居宅介護支援事業・介護保険

施設・老人福祉法関係の居宅生活支援事業・

老人福祉施設経営事業者関係は、別途『医

療・介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱のためのガイドライン』として定める

こととする。 

 

★事業者としての措置と対外開示などＮｏ４ 

① 情報管理等に対する規定の整備 

・個人情報保護についての考え方や方針及

び情報の取扱いに関する規則を整備しそれ

を対外的に公表することが求められる。 

・なお、情報管理等の取扱規則の開示、公表

については次のような趣旨がある。 

☆福祉関係事業者で個人情報が利用される

意義について本人等の理解を得る。 

☆福祉関係事業者において、法を遵守し、個

人情報保護のため積極的に取り組んでいる

姿勢を対外的にあきらかにする。 
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★責任体制の明確化・窓口設置 Ｎｏ５ 

・個人情報の適正な取扱、漏洩などの問題に

対処するための体制整備の必要性。 

・その方策として、情報の取扱についての組

織体制・責任体制を整えることが必要。 

・またサ－ビス利用者等に対しては、利用開

始時等に個人情報の利用目的を説明するな

ど、必要に応じて分り易い説明をする必要が

ある。 

・加えてサ－ビス利用者の疑問を何時でも気

軽に問い合わせが出来る窓口機能を備えて

おくことが肝要である。 

 

 

Ⅱ 用語の定義 

Ⅰ 個人情報          Ｎｏ６ 

・個人情報とは、生存する個人に関する情報

であって、具体的には、氏名・生年月日・その

他記述等により特定の個人を識別すること

が出来るもの(他の情報と容易に照合するこ

とが出来、それにより特定の個人を識別する

ことが出来ることとなるものを含む) 

・また個人を識別する情報に限らず、個人の

身体・財産・職種・肩書き等の属性について、

事実、判断、評価を表す総ての情報であり、

評価情報、公刊物等によって公にされている

情報や映像、音声による情報も含まれ、暗号

化されているかどうかを問わない。 

＊福祉関係事業に従事する者が福祉サ－ビ

スを提供する過程で、利用者の心身の状況、

その置かれている環境、他の福祉サ－ビスの

利用状況等の記録は、記載された氏名、生年

月日、その他の記述等により一般的に特定の

個人を識別することが出来ることから、匿名

化されたものを除き、個人情報に該当するこ

とが多い。 

＊死亡した個人の情報      Ｎｏ７ 

・この情報保護法は生存を対象とするもので

あり、死亡した個人には適用されないが、福

祉サ－ビスの利用者が死亡した後に置いて

も事業者が当該者の情報を保存している場

合には、漏洩、喪失または毀損の防止など適

正な取扱をすることが期待される。 

・また、死亡した個人に関する情報が、遺族等

の個人に関わる情報でもある場合には、当該

生存する個人に関する情報として法の対象

となる。 

 

 

２ 個人情報の匿名化      Ｎｏ８ 

・個人情報の匿名化とは、個人情報から情報

に含まれている氏名、生年月日、住所の記述

等、個人を識別する情報を取り除くことで、

特定の個人を識別できないようにすること。 

・したがって、匿名化された情報は個人情報

ではなくなり、法や本指針の対象外となる。 

・顔写真については、一般的には目の部分に

マスキングすることで特定の個人を識別で

きないと考えられる。 

・また利用者の事例発表などに用いる場合

などには、一般的には氏名等の消去で匿名

化されると考えられる。 

 

３ 個人情報デ－タベ－ス等   Ｎｏ９ 

・個人情報デ－タベ－スとは、特定個人情報

をコンピュ－タを用いて探索することが出来

るように体系的に構成した個人情報を含む

情報の集合体、又はコンピュ－タを用いてい

ない場合であっても、紙面処理した個人情報

を一定の規則(例えば五十音順、生年月日順

など)に従って整理・分類し、特定の個人情報

を検索できる目次・索引・符号化されたもの。 
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・個人デ－タとは、個人情報デ－タベ－ス等

を構成する個人情報を言う。 

・保有個人デ－タとは、関係事業者が開示，

訂正，第三者への提供の停止などを行うこと

が出来る権限を有する個人デ－タであって、

その存否が明らかになることにより、次の事

項に該当するもの又は６カ月以内に消去する

こととなるもの以外のものをいう。 

① 当該個人デ－タの存否が明らかになる

ことにより、本人または第三者の生命、

身体、財産に危害が及ぶ恐れがある。 

② デ－タの存否が明らかになることによ

り、違法又は不当な行為を助長し又は

誘発する恐れがあるもの。 

③ 同、国の安全が害される恐れがある。 

④ 同、犯罪の予防、鎮圧または捜査その他

公共の安全と秩序の維持に支障が及ぶ

恐れがあるもの。 

 

 

Ⅲ 福祉関係事業者の責務 

Ⅰ利用目的の特定等（第１５条・１６条） Ｎｏ１０ 

① 利用目的の特定・制限 

個人情報を取り扱うに当っては、利用目

的の特定化が必要。利用目的を変更する

場合には、変更前の利用目的と相当の関

連性が必要。 

② 利用目的による制限の例外 

ただし１６条第３項【法令に基づく・人命、

財産・公共性（公衆衛生・児童の健全化）・

国、自治体委託で職務遂行に支障をきた

す】場合は適用除外。 

 ＊法令に基づく場合 

  社会福祉法に基づく立入検査、児童虐

待防止法に基づく通告、刑事訴訟法。 

 

【法規定による遵守事項（再確認）】 Ｎｏ１１ 

・福祉関係事業者は、個人情報を取り扱うに

当たってはその利用目的を出来る限り特

定しなければならない。 

・利用目的を変更する場合には、変更前の利

用目的と相当の関連性を有すると認めら

れる範囲を超えては為らない。 

・あらかじめ本人の同意を得ないで特定され

た利用目的の達成に必要な範囲を超えて

個人情報を取り扱ってはならない。 

・合併その他の事由により他の事業者から事

業を継承することに伴って個人情報を取

得した場合は、あらかじめ本人の同意を得

ないで、承継前における利用目的達成に必

要な範囲を超えて当該個人情報を取り扱

ってはならない。 

・本人の同意があった場合で、その後本人か

ら同意の一部について取消の申し出があ

ったときは、同意のあった範囲に限定する。 

【その他の事項】        Ｎｏ１２ 

・利用目的の制限の例外に該当する「法令に

基づく場合」であっても、利用目的以外の

目的で個人情報を取り扱う場合は、当該法

令の趣旨を踏まえ、その取扱う範囲を真に

必要な範囲に限定することが求められる。 

・本人が未成年者又は非後見人の場合は、法

定代理人の同意を得ることが必要である。 

・後見人等でない知的障害者の場合は、本人 

の同意を得ることが必要である。 

なおこの場合本人の同意に併せて家族など 

の同意を得ることが望ましい。 
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２ 利用目的の通知等（第１８条） ＮＯ１３ 

（第１８条）取扱事業者は、情報取得した場合

は、あらかじめその利用目的を公表してい

る場合を除き、速やかにその目的を本人に

通知しなければならない。 

（第２項）前項の規定に関わらず、本人との契

約を締結することに伴って契約書その他

の書面（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録を含む）に記載され

た個人情報を取得する場合、その他本人か

ら直接書面に記載された個人情報を取得

する場合は、あらかじめ本人に対し、その利

用目的を明示しなければならない。 

 

【法の規定により遵守すべき事項】 ＮＯ１４ 

＊利用目的の事前明示 

・福祉関係事業者は、本人から直接書面で情

報を取得する場合は、「あらかじめ」本人に対

し、利用目的を明示しなければならない。 

[あらかじめ]とは、事前の意。 

＊通知義務 

・情報取得に当ってあらかじめ利用目的を公

表している場合を除き、速やかに本人に通知

し、又は公表しなければならない。 

＊公表方法 

・公示方法としては、園内掲示する。またＨＰ

の掲載などなるべく広く公表する必要があ

る。 

＊施設入所情報の提供事例   

・入所申請に当って『×○施設に入所の個人

情報を提供すること』と公表（明示）している

場合であっても、第三者提供の制限（第２３条） 

の規定が適用されるので、実際に×○施設

に情報提供する場合には本人の同意が必要

となる。 【２３条：第三者への提供制限参照】 

（第４項）通知・公表の除外規定  Ｎｏ１５ 

・通知等の例外事項としては、次のとうり。 

① 利用目的を通知または公表することに

より、本人または第三者の生命、身体、財

産等に危害・侵害の恐れがある。 

【例】児童虐待に関連した情報の利用目的

を加害者である本人に通知することによ

り、虐待を悪化させる場合。 

② 利用目的を通知、又は公表することによ

り情報取扱事業者の権利または正当な

利益を侵害する恐れがある場合。 

【この規定は利用目的が知られることに

より、営業ノ－ハウといった企業秘密の

漏洩防止等を目的とする規定】 

③ 国・自治体の定める事務の遂行上協力す

る必要がある場合であって、通知、公表

することにより事務の遂行に支障を及ぼ

す恐れがある場合。 

【例：犯罪捜査、被疑者に関する容姿その

他の特徴等の情報】 

④ 取得の状況からみて利用目的が明らか

であると認められる場合。 

【例：在宅サ－ビスを行う場合、自宅の住

所、電話番号といった個人情報を取得し

在宅サ－ビスのために利用する場合】 

３情報の適正取得・デ－タの正確性（１７・１９条） 

＊法規定の遵守事項      Ｎｏ１６ 

・福祉関係事業者は、偽りその他不正の手段

により個人情報を取得してはならない。 

・十分な判断能力に欠ける子供から情報を取

得してはならない。 

・適正なサ－ビスの提供の達成に必要な範囲

内において正確かつ最新の内容取得に努め

なければならない。 

・過去の記録情報等は本人からを原則。ただし家族等

からの方が的確な場合はこの限りでない。 
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４ 安全管理・従業者の監督（法第２０～２２） No17 

（１）福祉関係事業者が講ず安全管理 

① 安全管理措置 

事業責任者は、取り扱う個人デ－タの漏洩、

毀損、滅失・毀損の防止その他デ－タの安全

管理の義務を負う。 

そのための対応として、組織的・人的・物理的、

技術的な安全管理措置を講じなければなら

ない。その際、個人デ－タの漏洩、喪失など

により本人が蒙る権利利益の侵害の程度、事

業の性質等を考慮し、その起因するリスクに

応じ、必要かつ適切な措置を取る備えを必要

とする。 

 

③ 従業者の監督        Ｎｏ１８ 

事業責任者は、安全管理措置の一環として

従業者に対し必要かつ適切な監督をしなけ

ればならない。 

なお、従業者とは、契約雇用者、嘱託員、アル

バイト、パ－トのみならず、役員、派遣従事者、

Ｖｏ、実習生その他関係事業に従事し事業者

の指揮命令を受ける総てのもの。 

 

（２）安全管理措置として考えられる事項ＮＯ19 

・次のような取り組みが必要と考えられる。 

① 規定の整備・公表 

諸規程を整備し、苦情処理体制を含めて、

事業所内の掲示、ＨＰ掲載等で周知徹底

を図る。 

 ＊整備規程：・個人情報保護規程 ・コンピ

ュ－タ情報システムの運用管理規程 

② 組織体制の整備 

 ・従業者の責任体制の強化・明確化を図り、

具体的な取り組みを進めるため、個人

情報に関する管理・監督者を定める。 

 ・安全管理等の定期的自己評価、改善。 

② 漏洩等の問題発生時の報告体制整備     

Ｎｏ２０ 

＊１）個人デ－タの漏洩等の事故が発生した

場合、又は発生の可能性が高いと判断した

場合、２）規程等に違反している事実が生じた

場合、又は兆候が高いと判断した場合におけ

る管理者等への報告連絡体制の整備をす

る。 

③個人デ－タの漏洩等の情報は、苦情等の

一環として外部から報告される場合も想定

されることから、苦情処理体制との連携を図

る。 

④ 従業者に対する教育研修 

・適切な個人情報の保護管理意識の徹底。 

そのための研修体制の整備徹底。 

・実習生、Ｖｏなどに対する研修ｶﾘｷｭﾗﾑの導入 

⑤ 物理的安全管理 

・デ－タの盗難や紛失防止としての管理体制 

 ・入退室管理 ・盗難予防対策 ・機器、装

置等の固定など機器保護対応 ・施錠管理 

⑥ 技術的安全管理 

盗難や紛失防止に備えて、取り扱う情報シス

テムについて、次のような技術的安全装置

を施す。 

・個人情報デ－タに対するアクセス管理（ＩＤや

パスワ－ド等による認証、職員の業務内容に

応じて業務上必要な範囲にのみアクセスで

きるようなシステム、個人情報デ－タにアク

セスする必要がない職員がアクセスできな

いようなシステムの導入など。） 

・個人デ－タに対するアクセス記録保存 

・個人デ－タに対するファイアウォ－ルの設置 
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⑦ 個人デ－タの保存     Ｎｏ２１ 

・個人デ－タを長期にわたって保存する場合

には、保存媒体の劣化などにより個人デ－タ

が消滅しないよう適切に保存する。 

⑧ 不要となったデ－タの廃棄・消去Ｎｏ２２ 

・保存する個人デ－タと廃棄又は消去するデ 

－タを区別し、不要デ－タは廃棄する。 

・デ－タを廃棄する場合には、焼却溶解など

復元不可能な状態とする。 

・個人デ－タを取り扱った情報機器を廃棄す

る場合は、記憶装置内のデ－タを復元不可

能な状態とする。 

・デ－タ廃棄を業者委託する場合には、デ－

タの取扱についても委託契約において明確

に定め、実際に廃棄した事を確認する。 

 

（３）業務契約する場合の取扱い  Ｎｏ２３ 

①委託先の監督 

・事業者は、個人デ－タの取扱の委託をす

る場合、法第２０条に基づく安全管理措置を

遵守させるよう受託者に対し、必要な監督義

務を負う。  【法２０条：情報の漏洩・滅失・毀

損の防止、安全管理措置】 

・「必要かつ適切な監督」とは、委託契約に

おいて委託者（事業者）が定める安全管理措

置の内容を契約に盛り込み受託者の義務と

するほか、業務が適切に行われているかどう

かを定期的に確認することなどがふくまれ

る。 

③ 業務委託する場合の留意事項Ｎｏ２４ 

・事業者は、個人デ－タの取扱を委託する場

合は、次の事項に留意すべきである。 

★契約において個人情報の適切な取扱に関

する内容を盛り込むこと。【再委託を含む】 

★適切に取り扱っているか否かの定期確認。 

★取扱に疑義が生じた場合の改善対応。 

（４）情報漏洩等の二次被害の防止等Ｎｏ２５ 

★個人情報の漏洩等の問題が生じた場合に

は、速やかに行政機関に報告するとともに二

次被害の防止、類似事案の発生回避の観点

から、個人情報の保護に配慮しつつ、可能な

限り事実関係を公表し、併せて再発防止のた

めの改善策を講ずる。 

（５）その他 

★名刹の掲示などについては、プライバシ

－保護の重要性に鑑み、利用者の希望に応じ

て一定の配慮をすることが望ましい。 

 

５ 個人デ－タの第三者提供（法２３条） Ｎｏ２６ 

（１）第三者提供の取扱 

 事業者は、あらかじめ本人の同意を得ない

で、個人デ－タを第三者に提供してはならな

い。 

（２）第三者提供の例外 

 ただし、次に掲げる場合は、同意を得る必

要はない。 

① 法に基づく場合 

法に基づく立入検査を受けた場合の 

査官への情報提供・児童虐待防止法の通

告をする場合・捜索機関が行う任意調査 

② 人の生命・身体・財産の保護のための必

要【急病患者の医師に対する状況説明・

暴力団員に関する情報交換等】 

③ 公衆衛生の向上又は児童の健全育成の

推進の為に特に必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難であ

るとき。【児童虐待事例について関係機

関と情報交換する場合】 

④ 国・地方公共団体又はその委託を受け

た者への協力する必要がある場合であ

って、本人の同意を得ることにより事務

の遂行上支障を来す恐れがあるとき。 
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【例】国が実施する統計報告調整法に基

づく統計報告・統計法に基づく統計調

査協力など 

（３）第三者提供の特例（オプトアウト） Ｎｏ２７ 

 事後的でも本人の意思を反映できる機会

を設けるという手続を取る事を条件に第三

者提供を特例として認めることがある。 

・具体的には本人の求めに応じて個人デ－タ

の第三者への提供を停止することとしてい

る場合であって、 

① 第三者への提供を利用目的とすること、 

② どのような種類の情報が第三者へて提

供されるのか、 

③ どのような方法で第三者に提供される

こととなるのか、 

④ 本人の求めに応じて第三者への提供を

停止する旨、あらかじめ本人に通知する

か、当該本人が容易に知り得る状態に置

くことが求められる。 

＊どのような種類の情報とは、例えば住所、

氏名、電話番号、障害程度、家庭状況など。 

＊どのような方法でとは、例えばプリントア

ウトして他の施設関係者に手交といった提

供手段または方法。 

＊本人が容易に知り得る状態とは、例えば、

福祉施設の受付窓口に大きく張り出すこ

となどをいう。 

 

（４）第三者に該当しない場合  Ｎｏ２８ 

① 他の事業者への情報提供であっても 

「第三者」に該当しない場合 

＊法第２３条第４項に掲げる場合の個人デ－

タの提供を受ける者については、第三者に該

当しない。従って本人の同意を得ずに情報提

供することができる。 

 

【２３条第４項】 第三者に該当しない場合。 

① 個人情報取扱事業者が利用目的の達成

に必要な範囲内において個人デ－タの

取扱を委託する場合。 

② 合併その他の事由による事業承継。 

③ 個人デ－タを特定の者との間で共同し

て利用する場合であって、共同して利用

する者の範囲、利用目的及び当該デ－タ

の管理について責任を有する者の氏名

又は名称についてあらかじめ本人に通

知し、又は本人が容易に知り得る状態に

置いているとき。 

 

【福祉関係事業における具体的な事例】Ｎｏ29 

・個人デ－タの打ち込み、情報処理、健康診

断等を他の業者に委託する場合 

・個人デ－タを特定の者との間で共同して利

用するとして、あらかじめ本人に通知等して

いる場合 

【個人デ－タの共同利用における留意事項】 

＊あらかじめ個人デ－タを特定の者との間

で共同利用することが予定されている場合。 

・ 共同利用する個人デ－タの項目 

・ 共同利用者の範囲（個別列挙か、本人が見てその

範囲が明確となるように特定されていること。） 

・ 利用する者の利用目的 

・ 当該個人デ－タの管理について責任を有

する者の氏名又は名称、あらかじめ本人に

通知し、又は本人が容易に知り得る状態に

置いておくとともに、共同利用することを

明らかにしている場合には、当該共同利用

者は第三者に該当しない。 

【福祉関係事例】入所者状況を複数の福祉関

係事業者が共同して集計・研究し、入所者へ

提供する福祉サ－ビス向上に役立てる場合

など。 
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I②同一事業者内における情報提供であり、

第三者に該当しない場合    Ｎｏ３０ 

＊同一事業者内で情報提供する場合は、個

人デ－タを第三者に提供したことにはな

らないので、本人の同意を得ずに情報の

提供することができる。 

 ただし利用目的として公表していない目

的に用いる場合には、その新たな利用目

的を本人に通知し、又は公表しなければな

らない。（法第１８条） 

【福祉関係事例】  

＊他の担当者との連携など当該福祉関係事

業者内部における情報交換 

＊同一事業者が開設する複数の施設間にお

ける福祉サ－ビス向上のための情報交換 

＊当該事業者の職員を対象とした研修での

利用 

＊当該事業者内で経営分析を行うための情

報交換 

【注】ただし特定し、公表した利用目的との

関係で、目的外利用として所要の措置を行

う必要があり得ることに留意 

 

（５）その他の留意事項      Ｎｏ３１ 

 ①他の事業者への情報提供する留意事項 

 ・法令に基づく場合など第三者提供の例外

に該当する場合・第三者に該当しない場合 

 ・個人が特定されないよう匿名化して情報

提供する場合などにおいても、本来必要と

される情報の範囲に限って提供すべきで

ある。 

【法の規定により遵守すべき事項】 

・福祉関係事業者においては、あらかじめ本

人の同意を得ないで個人デ－タを提供して

はならない。 

・第三者提供について同意があった場合で、

その後本人から提供範囲の一部についての

取消申出があった場合は、その範囲に限定し

て取り扱う。 

・法第１８条の規定に基づき利用目的として第

三者に提供することを公表している場合で

あっても、実際に第三者に提供する際には第

２３条に基づき本人の同意が必要となる。 

 

６保有デ－タに関する事項の公表（法 23 条）

（１）保有個人デ－タに関する事項の公表等 

               Ｎｏ３２ 

事業者は、保有個人デ－タに関し、次に掲げ

る事項について本人の知り得る状態（本人の

求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む）

に置かなければならない。 

【掲げる事項とは】 

・当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称 

・すべての保有デ－タの利用目的 

・情報提供の求めに応じる手続及びデ－タの

適正な取扱の確保に関し必要な事項として

政令で定めるもの 

【知り得る状態とは】 

本人が知ろうと思えば知ることができる状

態を云い、福祉関係事業者の態様に応じて適

切な方法による必要がある。 

例えば、施設の窓口等への掲示備え付け等。 

 

（２）本人からの求めによる保有デ－タの開示 

（法 25 条） Ｎｏ３３ 

＊事業者は、本人から本人が識別される保

有デ－タの開示を求められたときは、遅滞な

くデ－タ開示しなければならない。 

ただし、本人又は第三者の生命、身体、財産

その他権利利益を害する恐れある場合等は

全部又は一部を開示しないことができる。 
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① 開示の原則 

・事業者は、本人が保有個人デ－タの開

示を求めたときはね書面の交付による

方法によりデ－タを開示しなければなら

ない。 

・遺族からの開示に対しては、法の規定に

基づく対象ではないが、禁止規定が無い

のでそれぞれの事例に応じて対応する

必要がある。 

② 開示の例外 

・開示することで法25条の 1項のいずれ

かに該当する場合は、その全部又は一部

を開示しないことができる。 

 次のような事例の場合には該当する

可能性がある。 

【事例－１】本人の状況について、家族や

関係者が福祉サ－ビス従事者に情報提

供を行っている場合に、これらの者の同

意を得ずに本人自身に当該情報を提供

することにより、本人と家族との人間関

係が悪化するなど、利益を害する恐れが

ある場合。 

【事例－２】本人に対して十分な説明をし

たとしても、利用者本人に重大な心理的

影響を与えその後悪影響を及ぼす場合 

 

７ 開示等の求めに応じる手続手数料 

第２９条・３０条 Ｎｏ３４ 

① 個人デ－タの開示等については本人の

ほか、・未成年者又は成年後見人の法定

代理人、・開示等の求めをすることにつき

本人が委任した代理人により行うことが

できる。 

【法の規定により遵守すべき事項】 

 事業者は、保有デ－タの開示等の求めに

関し、本人に過重な負担を課すものと為らな

い範囲において、次の事項について受付方

法を定めることができる。 

・開示等の求め先 

・開示等の求めに際して提出すべき書面の様

式、その他の開示等の求めの受付方法 

・開示等の求めをする者の確認方法 

・個人デ－タの開示をする際の手数料の徴収

方法等 

 

８理由の説明・苦情処理（法第２８，３１条）Ｎｏ35 

 【法の規定により遵守すべき事項】 

・事業者は、本人から求められた個人デ－タ

の利用目的の通知、開示、訂正等利用停止

等において、その措置を取らない旨又はそ

の措置と異なる措置をとる旨を本人に通知

する場合は、本人に対して、その理由を説明

するよう努めなければならない。 

・事業者は、個人時用法の取扱に関する苦情

の適切、迅速な処理に努めなければならな

い。またその体制整備に努めなければなら

ない。 

 

 

 

 


